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印西市男女共同参画社会づくりに向けての 
意識調査報告書【概要版】 

 

調査の概要調査の概要調査の概要調査の概要    
１１１１    調査の目的調査の目的調査の目的調査の目的    

本調査は、「第４次印⻄市男⼥共同参画プラン」の策定にあたり、市⺠及び市内事業主、市内⼩
中学校における男女共同参画に関する意識や実態、要望等の情報を整理・分析し、課題を明らか
にするとともに、計画の方向性等の検討に向けた基礎資料とするため実施しました。 
 

２２２２    調査概要調査概要調査概要調査概要    
 市⺠意識調査 事業所調査 小中学校調査 

調査地域 印⻄市全域 

調査対象者 
18 歳以上の男女 3,000 人
（住⺠基本台帳より無作
為抽出） 

印⻄市商⼯会の会員企業
770 事業所 
及び非会員企業 24 事業所 

市内小中学校 27 校 
（代表者に配布） 

調査期間 令和４年 11 月 
調査方法 郵送配布・郵送回収及び 

WEB 郵送配布・郵送回収 学校代表者に直接配布・直
接回収 

回収結果 
配布数 3,000 件 
回収数 1,111 件 
回収率 37.0％ 

配布数 794 件 
回収数 265 件 
回収率 33.4％ 

配布数 27 件 
回収数 27 件 
回収率 100.0％ 

 

３３３３    報告書の見方報告書の見方報告書の見方報告書の見方    
●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で四

捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）であっても
合計値が 100.0％にならない場合があります。このことは、本報告書内の分析文、グラフ、表におい
ても反映しています。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効
回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100.0％を超える場合がありま
す。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が困難な
ものです。 

●図表中の「n（number of cases）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に該当
する人）を表しています。 

●前回調査とは、平成 29 年 11 月から 12 月にかけて実施した調査結果です。 
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市民対象調査市民対象調査市民対象調査市民対象調査結果【抜粋】結果【抜粋】結果【抜粋】結果【抜粋】    
①①①①回答者について回答者について回答者について回答者について    

○回答者の属性については以下の通りです。 
○自認する性別     ○年齢 

   
 

○婚姻関係     ○共働きの状況（結婚している人） 

  

 

○世帯      ○居住地区 

 

女性, 

56.7 %

男性, 

42.8 %

１、２に該当しない, 0.1 % 不明・無回答, 0.4 %

全体（n=1,111）

結婚している（事

実婚を含む）, 

78.8 %

結婚して

いたが死

別・離別し

た, 6.5 %

結婚していない, 

14.1 %

不明・無回答, 0.5 %

全体（n=1,111）

単身世帯（ひと

り暮らし）, 6.6 %

一世代家

族（夫婦

のみ）, 

30.1 %

二世代家族

（親と子）, 

54.5 %

三世代家族

（親と子と孫）, 

6.9 %

その他, 1.4 %

不明・無回答, 0.5 %全体（n=1,111）

18～29歳, 

8.6 %

30～39歳, 

15.0 %

40～49歳, 

19.9 %

50～59歳, 

16.2 %

60～69歳, 

24.0 %

70歳以上, 

15.8 %

不明・無回答, 0.5 %

全体（n=1,111）

共働き（パート・

アルバイト・派

遣等をしている

方も含む）, 

55.9 %

共働きで

はない, 

43.0 %

不明・無回答, 1.0 %

全体（n=876）

北部, 

20.0 %

南部, 35.6 %

船穂・牧の

原, 26.3 %

印旛, 

11.5 %

本埜, 

5.9 %

不明・無回答, 0.8 %

全体（n=1,111）
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②②②②男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要なことなことなことなこと    
○「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」が最も高く、次いで「男性によ

る家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること」、「男性が休暇制
度や短時間勤務制度を利用しやすくすること」となっています。 

○性別にみると、女性は男性と比較して「男性が家事・育児などに参加することに対する男性
自身の抵抗感をなくすこと」が 20.0 ポイント高くなっています。 

 

 

  

52.9 

19.4 

62.1 

32.3 

46.2 

58.2 

50.5 

57.2 

19.6 

18.1 

3.5 

2.5 

1.2 

61.4 

21.6 

62.4 

35.6 

48.1 

62.2 

51.4 

58.6 

20.3 

19.7 

3.5 

1.0 

1.3 

41.4 

16.2 

61.6 

27.7 

43.1 

52.7 

48.7 

55.0 

18.1 

15.5 

3.4 

4.6 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

男性が家事・育児などに参加することに対する

男性自身の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などに参加することに対する

女性の抵抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケーションを

よくはかること

まわりの人が、夫婦の役割分担などについての

当事者の考え方を尊重すること

社会の中で、男性による家事・育児などに

ついても、その評価を高めること

男性による家事・育児などについて、職場におけ

る上司や周囲の理解を進めること

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣ

Ｔを利用した多様な働き方を普及することで、仕

事以外の時間をより多く持てるようにすること

男性が休暇制度や短時間勤務制度を

利用しやすくすること

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提

供、相談窓口の設置、技能の研修を行うこと

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネット

ワーク）作りをすすめること

その他

特に必要なことはない

不明・無回答

全体（n=1,111） 女性（n=630） 男性（n=476）
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③③③③政治・経済・地域などの領域政治・経済・地域などの領域政治・経済・地域などの領域政治・経済・地域などの領域で女性のリーダーを増やすときに障害となると思うもので女性のリーダーを増やすときに障害となると思うもので女性のリーダーを増やすときに障害となると思うもので女性のリーダーを増やすときに障害となると思うものにつにつにつにつ
いていていていて    
○「家事・育児・介護などにおける配偶者・パートナーや家族の支援が十分ではないこと」が
最も⾼く、次いで「育児・介護の⽀援などの公的サービスが⼗分ではないこと」、「⻑時間労
働の改善が十分ではないこと」となっています。 

○性別にみると、女性は男性と比較して「上司・同僚・部下となる男性や顧客が女性のリーダ
ーを希望しないこと」が 19.4 ポイント高くなっています。そのほかにも、女性では「企業
などにおいて、周囲の人のサポートが期待できないこと」「家事・育児・介護などにおける
配偶者・パートナーや家族の支援が十分ではないこと」「育児・介護の支援などの公的サー
ビスが十分ではないこと」が高くなっています。一方、男性では「女性自身がリーダーにな
ることを希望しないこと」が高くなっています。 

 

21.9 

27.0 

35.0 

41.7 

22.8 

20.8 

53.1 

43.5 

1.6 

2.6 

7.1 

1.9 

21.0 

22.2 

43.3 

45.4 

24.6 

25.1 

58.1 

48.9 

1.0 

0.8 

7.1 

1.4 

23.1 

33.4 

23.9 

36.8 

20.2 

14.9 

46.4 

36.6 

2.3 

4.8 

7.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80%

現時点では、必要な知識や経験などを持つ

女性が少ないこと

女性自身がリーダーになることを希望しないこと

上司・同僚・部下となる男性や顧客が

女性のリーダーを希望しないこと

長時間労働の改善が十分ではないこと

企業などにおいては、管理職になると

広域異動が増えること

企業などにおいて、周囲の人のサポートが

期待できないこと

家事・育児・介護などにおける配偶者・パート

ナーや家族の支援が十分ではないこと

育児・介護の支援などの公的サービスが

十分ではないこと

その他

障害となるものはない

わからない

不明・無回答

全体（n=1,111） 女性（n=630） 男性（n=476）
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④④④④男女共同参画等に関する男女共同参画等に関する男女共同参画等に関する男女共同参画等に関する法制度法制度法制度法制度やややや言葉の認知度言葉の認知度言葉の認知度言葉の認知度についてについてについてについて    
○「知っている」と回答した割合は、〈育児・介護休業法〉〈DV 防止法〉〈男女雇用機会均等法〉
〈ジェンダー〉〈セクシュアル・ハラスメント〉〈マタニティ・ハラスメント〉〈ワーク・ラ
イフ・バランス〉〈LGBT 等〉で 5 割を超えています。 

○＜ポジティブ・アクション＞〈リプロダクティブ・ヘルス/ライツ〉〈無意識の思い込み〉で
「知らない」が 5 割を超えています。 

 

 

  

53.8 

29.9 

19.2 

51.1 

66.3 

20.4 

78.2 

43.7 

90.0 

85.5 

51.4 

20.8 

68.0 

8.0 

17.2 

32.9 

38.3 

35.2 

37.7 

25.7 

41.5 

16.0 

29.1 

7.4 

9.7 

21.8 

23.9 

18.7 

14.7 

18.2 

11.1 

29.3 

43.2 

8.7 

5.5 

35.7 

3.7 

24.9 

0.7 

2.9 

24.5 

53.0 

11.0 

74.8 

62.3 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.3 

2.1 

2.3 

1.9 

1.9 

2.3 

2.3 

2.3 

2.5 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①育児・介護休業法

②男女共同参画社会

基本法

③女子差別撤廃条約

④ＤＶ防止法

⑤男女雇用機会均等法

⑥女性活躍推進法

①ジェンダー

②性別役割分業意識

③セクシュアル・

ハラスメント

④マタニティ・ハラスメント

⑤ワーク・ライフ・バランス

⑥ポジティブ・アクション

⑦ＬＧＢＴ等

⑧リプロダクティブ・

ヘルス/ライツ

⑨無意識の思い込み

ｎ＝1,111

知っている 聞いたことはある 知らない 不明・無回答
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⑤⑤⑤⑤市が力を入れていくべきこと市が力を入れていくべきこと市が力を入れていくべきこと市が力を入れていくべきことについてについてについてについて    
○「保育や介護サービスを充実させて、女性も男性も安心して働けるようにする」が 61.4％と

最も高く、次いで「学校教育の中で、男女平等や男女共同参画についての教育をすすめる」
が 42.3％、「働く場での男女格差をなくすよう企業等に対して働きかける」が 32.9％となっ
ています。 

○前回調査と比較すると、「保育や介護サービスを充実させて、女性も男性も安心して働ける
ようにする」が 11.4 ポイント減少しています。 

    

20.7 

42.3 

32.9 

61.4 

20.9 

22.1 

9.2 

7.7 

11.8 

8.7 

11.1 

15.2 

2.8 

5.0 

3.2 

14.4 

32.8 

26.8 

72.8 

13.0 

25.0 

8.6 

8.4 

11.5 

8.3 

6.8 

18.3 

1.5 

5.8 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80%

市の各種審議会の委員など、市の施策決定の場

に女性を多く選任する

学校教育の中で、男女平等や男女共同参画につ

いての教育をすすめる

働く場での男女格差をなくすよう企業等に対して

働きかける

保育や介護サービスを充実させて、女性も男性

も安心して働けるようにする

男性が家事、育児、介護の担い手となれるような

啓発活動を行う

母子・父子世帯等の生活の安定を図る

健康対策や母性保護対策を進める

女性のための各種相談業務を充実させる

女性の就業機会を増やす職業支援として、訓練

やセミナーを実施する

女性の自立を目指す学級や講座の拡充、情報提

供などの生涯学習を推進する

各種活動のリーダーとなる女性を養成する

男女共同参画について理解を広める啓発活動を

推進する

その他

わからない

不明・無回答

今回調査（n=1,111） 前回調査（n=1,258）
1
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事業主対象調査結果事業主対象調査結果事業主対象調査結果事業主対象調査結果【抜粋】【抜粋】【抜粋】【抜粋】    
①①①①回答事業者回答事業者回答事業者回答事業者についてについてについてについて    

○回答者の属性については以下の通りです。 
○産業分類     ○従業員数 
 

 

 

 

 

 

 

 

②②②②ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスの推進のための推進のための推進のための推進のため取り組んでいることについて取り組んでいることについて取り組んでいることについて取り組んでいることについて    
○「⻑時間労働の削減に取り組んでい

る」が 51.6％と最も高く、次いで「有
給休暇の取得促進に取り組んでい
る」、「仕事と育児の両立支援を行っ
ている」が２割台となっています。 

 

 

 

 

 

③市に期待する取り組みについて③市に期待する取り組みについて③市に期待する取り組みについて③市に期待する取り組みについて    
○「特にない」が最も高く、「保育施設・保育サービスの充実」が 29.4％、「高齢者や障がい者、
看護が必要な人のための施設・介護サービスの充実」が 24.7％と高くなっています。 

 

 

 

  

26.6 

6.0 

2.7 

13.0 

4.3 

0.5 

6.5 

17.9 

0.0

10.9 

11.4 

0% 10% 20% 30%

建設業

製造業

運輸通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

金融・保険業

医療・福祉

サービス業

教育・学習支援業

その他

不明・無回答

全体

（n=184）

11.9 

9.3 

4.6 

20.6 

16.5 

20.6 

29.4 

24.7 

18.0 

11.9 

2.1 

35.1 

5.2 

0% 10% 20% 30% 40%

広報紙やパンフレット等による男女平等や相互理解についての啓発

男女共同参画をテーマとしたセミナーの実施

事業所が行う研修会等への講師の派遣・紹介

女性の社会進出のための職業教育や職業訓練の実施

男女平等な雇用・労働条件を確保するための啓発

多様な働き方やワーク・ライフ・バランスを推進する企業への優遇措置

保育施設・保育サービスの充実

高齢者や障がい者、看護が必要な人のための施設・介護サービスの充実

企業や女性のための相談機関の充実

企業における優良事例・優良事業所の共有・紹介

その他

特にない

不明・無回答
全体（n=194）

51.6 

29.3 

21.7 

14.1 

17.9 

9.8 

12.5 

0.5 

20.1 

12.0 

0% 20% 40% 60%

長時間労働の削減に取り組んでいる

有給休暇の取得促進に取り組んでいる

仕事と育児の両立支援を行っている

仕事と介護の両立支援を行っている

フレックスタイム、短時間勤務制度等、時間

にとらわれない働き方を導入している

在宅勤務、テレワーク等、場所にとらわれな

い働き方を導入している

福利厚生制度の充実等、休暇の過ごし方の

支援を行っている

その他

特に取り組んでいることはない

不明・無回答

全体（n=184）

10人以下, 

67.4 %

11人～50

人, 12.5 %

51人～100

人, 3.8 %

101人～300人, 

3.8 %

301人以上, 

2.2 %

不明・無回答, 10.3 %

全体（n=184）
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小中学校調査小中学校調査小中学校調査小中学校調査結果【抜粋】結果【抜粋】結果【抜粋】結果【抜粋】    
①①①①女子と男子とでは違う扱いがなされがちだと感じること女子と男子とでは違う扱いがなされがちだと感じること女子と男子とでは違う扱いがなされがちだと感じること女子と男子とでは違う扱いがなされがちだと感じることについてについてについてについて    

○「違う扱いがあるとは感じない」を除
くと「体育（保健体育）の授業」、「授
業中の教師の態度」「部活動」「学校行
事」となっています。 

 

 

 

②②②②男女平等に特化した人権教育に男女平等に特化した人権教育に男女平等に特化した人権教育に男女平等に特化した人権教育についてついてついてついて    
○「男女平等に関する教育」が最も高く、

次いで「取り組んでいない」、「その他」
を除いて「ジェンダー平等に関する教
育」となっています。 

 

③③③③各学校の各学校の各学校の各学校の男女平等に関する取り組み男女平等に関する取り組み男女平等に関する取り組み男女平等に関する取り組みについてについてについてについて    
○《現在取り組んでいる》は、「性別に関係なく「〜さん」と呼ぶ」「男⼥平等やセクシュア

ル・ハラスメント、性等に関する相談窓口の設置」が最も高く、次いで「男女混合名簿の
実施」、「教育環境におけるセクシュアル・ハラスメントの防止」となっています。 

○《今後必要である》は、「教育環境におけるセクシュアル・ハラスメントの防止」が最も高
く、次いで「性別に関係なく「〜さん」と呼ぶ」、「男⼥平等やセクシュアル・ハラスメン
ト、性等に関する相談窓口の設置」となっています。 

 

 

 

 

25.9 

85.2 

88.9 

29.6 

48.1 

11.1 

77.8 

88.9 

63.0 

11.1 

3.7 

3.7 

3.7 

0.0

0.0

14.8 

44.4 

29.6 

14.8 

14.8 

77.8 

40.7 

11.1 

25.9 

11.1 

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集会等の女子・男子の並び方の見直し

男女混合名簿の実施

性別に関係なく「～さん」と呼ぶ

メディア・リテラシー教育の充実

性別にとらわれない進路指導の実施

保護者に対する性別にとらわれない教育の啓発

教育環境におけるセクシュアル・ハラスメントの防止

男女平等やセクシュアル・ハラスメント、性等に関する相談窓口の設置

学校だより、広報誌等における男女平等に関する表現の留意

男女平等に関する教育についての校内研修の実施

男女平等に関する教育についての校外研修への参加・派遣

男女平等に関する教育についての担当の設置

その他

不明・無回答

現在取り組んでいる（n=27） 今後必要である（n=27）

3.7 

18.5 

0.0

0.0

3.7 

0.0

0.0

0.0

0.0

3.7 

0.0

0.0

70.4 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80%

授業中の教師の態度

体育（保健体育）の授業

家庭科（技術・家庭）の授業

班活動

部活動

係活動・委員会活動

昼食（給食）

清掃中

進路指導

学校行事

教師が児童・生徒に手伝いを頼むとき

その他

違う扱いがあるとは感じない

不明・無回答

全体（n=27）

48.1 

25.9 

11.1 

33.3 

40.7 

0.0

0% 20% 40% 60%

男女平等に関する教育

ジェンダー平等に関する教育

性的マイノリティに関する教育

その他

取り組んでいない

不明・無回答
全体（n=27）


